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ポジティブインパクトファイナンス評価書 

③ 環境負荷低減とサステナビリティ経営の推進 

同社は、自社の事業活動および提供する製品を通じて、持続可能な環境社会の実現に向けた取組みを推進して

いる。製品開発の面では、コンプレッサーを不要としエアー排気がない「PSE 型」など、脱炭素化に向けたオー

ル電化工場に対応する次世代機の開発・提供を通じて、顧客企業の現場における電力使用量の削減や環境負荷低

減に直接的に寄与している。また、オーダーメイド設計の段階から、過剰な仕様や無駄な部品を極力省いたシン

プルで効率的な構造を追求し、装置の省エネ化やメンテナンス性の向上を実現している。さらに、設計や製作過

程で生じた未使用部品や仕様変更で使用しなかった部品を廃棄するのではなく、適切に在庫管理して次案件で

再利用する仕組みを徹底するなど、資源の有効活用と無駄の削減にも地道に取り組んでいる。 

気候変動対策（脱炭素化）に向けては、これまで自社工場における電力や燃料の使用量データの把握にとどま

っていたが、今回のPIF 組成プロセスを通じて新たにCO2排出量（Scope1,2）の算出を完了させた。同社はこ

れをサステナビリティ経営の重要な第一歩と位置付け、算出されたデータをベースラインとして実効性のある

CO2排出量削減目標を策定した。出張等の車両移動に伴う排出量の管理や、工場内設備のさらなる省エネ化、社

用車のエコカー導入といった具体的な施策を計画的に実行し、事業成長と地球環境保全の両立を力強く推進し

ていく。 

本インパクトは、UNEP FI のインパクトレーダーでは、「資源効率・安全性」「気候」に該当し、環境面のネガ

ティブインパクトを緩和するものと考えられる。SDGs では、13.1 のターゲットに該当すると考えられる。 

 

項目 内容 

インパクトの種類 環境面におけるネガティブインパクトの緩和 

インパクトカテゴリー 「資源効率・安全性」「気候」 

関連するSDGs 
13.1「全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靭性（レ

ジリエンス）及び適応の能力を強化する。」 
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(5) インパクトニーズの確認 

① 日本におけるインパクトニーズ 

同社の売上は、日本国内におけるものである。以下のとおり、国内におけるSDG インデックス＆ダッシュボ

ードを参照し、そのインパクトニーズと同社のインパクトとの関連性を確認した。 

 

 本ファイナンスにおいて特定されたインパクトに対するSDGs のゴールは、以下の4 点である。 

【目 標 5】ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る 

【目 標 8】すべての人々のための持続的、包摂的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用及び働きがい

のある人間らしい仕事（ディーセント・ワーク）を推進する 

【目 標 9】強靭（レジリエント）なインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに、イ

ノベーションの拡大を図る 

【目標 13】気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る 

 

 日本におけるSDG ダッシュボード上では、「目標5」「目標8」「目標9」「目標13」に関して「課題が残る」、

「重大な課題が残っている」または「大きな課題が残っている」とされており、同社の事業活動が、国内のイン

パクトニーズと一定の関係性があることを確認した。 

（出所：SDSN Sustainable Development Report Interactive Map）  
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② 愛媛県におけるインパクトニーズ 

同社は、愛媛県に本社・工場拠点を構える企業であることから、愛媛県における中長期的な課題および施策の

方向性を確認した。 

 愛媛県では「愛媛県総合計画～未来へつなぐ えひめチャレンジプラン」（2023 年 6 月）を策定し、今後、

重点的に取り組むべき分野（９の政策・37 の施策）を定めている。施策のうち、「施策4：性別に関わりなく活

躍できる雇用環境の整備」、「施策5：結婚から妊娠、出産、子育てに至るまでの切れ目のない支援の充実」、「施

策 6：生涯を通じた健康づくりの推進」、「施策 16：製造業・サービス産業の成長促進と新企業の誘致」、「施策

35：地球温暖化対策への取組み」、「施策36：循環型社会の構築と良好な生活環境の保全」については、同社の

事業や今後予定している取組みと一定の関連性があることを確認した。 

 以上のことから、今回特定されたインパクトは、愛媛県の取組みと方向性を同じくするものであり、重要度が

高いものと判断できる。 

 

◼ 愛媛県における重点的に取り組むべき分野 
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  （出所：愛媛県総合計画～未来へつなぐ えひめチャレンジプラン） 
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③ ポジティブインパクトに対する追加性、愛媛銀行との方向性の確認 

特定されたポジティブインパクトについて、追加性があること、愛媛銀行のサステナビリティ・SDGs の取組

みと方向性が同じであることを確認した。本ファイナンスで特定されたポジティブインパクトは、「生産性向上

と持続可能な産業基盤への貢献」、「誰もが働きやすい職場づくり」である。 

 

「生産性向上と持続可能な産業基盤への貢献」では、追加的なインパクトの発現に向けて、今後、同社は「自

動包装機および工程設計の提供を通じた売上高の増加」に注力していくとしている。同社では、顧客ごとに最適

化されたオンリーワンの機械設備と全体最適化の提案を提供し続けることで、深刻な人手不足に悩む顧客企業

の省人化・省力化と生産性向上を実現し、地域経済やサプライチェーン全体の持続的な発展に貢献していく。 

 

「誰もが働きやすい職場づくり」では、追加的なインパクトの発現に向けて、「年次有給休暇取得率の向上」

「男性育休取得率の100％維持」「女性管理職比率の向上」「全従業員に対するストレスチェックの実施」および

「健康経営優良法人認定の取得」に注力していくとしている。同社では、これらの目標達成に向け、OJT を含め

た人材育成プロセスの改善や各種認定（くるみん・えるぼし）取得に向けた社内体制の整備を段階的に進めてい

く。 

 

以上から、本ポジティブインパクトは、SDGs を達成するために効果が期待できる取組みであり、追加性があ

るものと評価できる。 

 

愛媛銀行では、経営理念のもと「サステナビリティ方針」を掲げ、金融サービス業の本業においては「愛媛銀

行SDGs 宣言」を、社会貢献活動として「愛媛銀行CSR 宣言」を、消費者志向経営の高度化に向けて「消費者

志向自主宣言」をそれぞれ行っている。「サステナビリティ方針」の中で、「（前略）、地域社会や企業が持続的に

成長していくには、持続可能な環境・社会・経済の統合的向上を図る取組みが不可欠であり、持続可能性の向上

を図る経営（サステナビリティ経営）を通じて、組織として継続して取り組んでまいります。」としている。ま

た、「愛媛銀行SDGs 宣言」の中で、地域の共通価値創造、社会的課題の解決に向けて、「社会的インパクト創出

を意識した融資」、「ESG 要素を考慮した事業性融資」、「地域特性に応じた適切な知見の提供、必要な支援」を

実施するとしている。本ファイナンスで特定されたポジティブインパクトは、これらと方向性が一致するもので

ある。 

 

以上から、本ファイナンスは、追加性のあるポジティブインパクトの創出支援を行うものであり、その目的と

の合致を確認したうえで、SDGs 達成に向けた資金需要と資金供給とのギャップを埋めることを目指すものであ

る。 
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3. インパクトの評価 

 インパクトの実現を測定可能なものにするために、以下のとおり、特定されたインパクトに対し、インパクト

の種類（ポジティブインパクトの創出可能性、ネガティブインパクトの抑制・管理）、インパクトカテゴリー、

関連するSDGs、内容・対応方針及び目標とKPI を整理する。 

 

 

① 生産性向上と持続可能な産業基盤への貢献 

項目 内容 

インパクトの種類 経済面におけるポジティブインパクトの拡大 

インパクトカテゴリー 「包括的で健全な経済」 

関連するSDGs 

 

 

 

 

 

内容・対応方針 

1. 幅広い業種から成る顧客企業（主に中堅・中小製造業）に自動包装機お

よび工程設計を提供することで、顧客製品の供給安定化、品質の均一

化、物流効率・生産性向上に寄与し、新たな得意先販売代理店数や、顧

客数を拡大させる。 

目標とKPI 
1-1．2028 年11 月期までに売上高を13 億円とする。 

（2025 年11 月期：11 億円） 
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➁ 誰もが働きやすい職場づくり 

項目 内容 

インパクトの種類 
社会面におけるポジティブインパクトの拡大 

社会面におけるネガティブインパクトの緩和 

インパクトカテゴリー 「雇用」 

関連するSDGs 

 

 

 

 

 

内容・対応方針 
1. 現在および将来にわたる心身の健康増進と多様性に富む組織づくりを通

じ、従業員のウェルビーイングを実現する。 

目標とKPI 

1-1．2028 年11 月期までに年次有給休暇取得率を80％とする。 

（2025 年11 月期：72.0％） 

1-2．男性育児休業等※取得率100％を維持する。 

（2025 年11 月期：対象者なし） 

1-3．2028 年11 月期までに女性管理職比率を15％とする。 

（2025 年11 月期：0％ 女性管理職者数0 名／管理職者全体4 名） 

1-4．2026 年11 月期以降新たに全従業員に対してストレスチェックを実施

する。 

（2025 年11 月期：未実施） 

1-5．2027 年11 月期までに健康経営優良法人認定を取得し、以降毎期取得

を継続する。 

※育児休業等：育児・介護休業法第2条第1号、第23 条第2項、第24 条第1 項で規定する育児休業及び企業独自の育児目的休暇 
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③ 環境負荷低減とサステナビリティ経営の推進 

項目 内容 

インパクトの種類 環境面におけるネガティブインパクトの緩和 

インパクトカテゴリー 「気候」 

関連するSDGs 

 

 

 

 

内容・対応方針 
1. 省エネ・再エネ設備の導入によるエネルギー効率の向上を通じ、CO2排

出量の削減に貢献する。 

目標とKPI 

1-1．2028 年11 月期までにCO2排出量（Scope1、2）を82.45t- CO2ま

で約10％削減する。 

（2025 年11 月期：91.62 t- CO2） 
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4. インパクトのモニタリング・情報開示 

 

(1) モニタリング実施体制 

ファイナンス実施後のモニタリング実施体制は下図のとおりである。 

本ファイナンスに取り組むにあたり、同社では、代表取締役を中心に自社業務の棚卸を行い、インパクトの特

定、取組内容、対応方針及び KPI の策定を行った。本件で設定した KPI については、代表取締役を統括責任者

として、取組みの推進及び進捗状況の管理を行っていく方針である。 

また、今後、同社と愛媛銀行は、定期的に会合の場を設け、本件で設定したKPI の達成や進捗状況などの情報

共有を行う。日々の情報交換のほか、少なくとも年に1 回は定期的に情報共有を行い、愛媛銀行がその達成状況

や課題をモニタリングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行っていく予定である。なお、経営

環境の変化などによりKPI を変更する必要がある場合は、同社と愛媛銀行が協議のうえ再設定を検討する。 

 

 

 

(2) 情報開示 

 モニタリング関連の情報開示については、同社のホームページにて行う予定である。 
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◼ ご留意事項 

 

(1) 本資料は、評価対象案件について、ポジティブインパクトファイナンスとしての適格性を評価することを

目的としています。本資料及び本資料に係る追加資料等により、愛媛銀行が参加金融機関に対して本取引

への参加を斡旋、推奨、勧誘または助言するものではありません。参加金融機関は、自らの情報に基づき、

自らの責任において分析・検討し、本取引への参加判断を行ってください。 

 

(2) 本資料は、同社から提供された情報及び一般に入手可能な公開情報ほか、愛媛銀行が信頼できると判断し

た情報をもとに作成されていますが、愛媛銀行はその内容・記述について、真実性、正確性、完全性及び網

羅性を保証するものではなく、本資料はいかなる意味においても法的拘束力を持つものではありません。

また、愛媛銀行は状況の変化等に応じて、愛媛銀行の判断でポジティブインパクトファイナンス評価を変

更・保留したり、取り下げたりすることがございます。愛媛銀行は、本資料の誤りや変更・保留、取り下げ

等に関連して発生するいかなる損害や損失についても一切の責任を負いません。 

 

(3) 愛媛銀行は、本取引以外の取引において同社に関する情報を保有または今後取得する可能性がございます

が、これらの情報を開示する義務を負うものではございません。 

 

(4) 同社と愛媛銀行との間に、利益相反が生じると考えられる人的関係はございません。 

 

(5) 本資料の著作権は、愛媛銀行に帰属します。愛媛銀行による事前承諾を受けた場合を除き、本資料に記載

された情報の一部あるいは全部について、複製、転載、または配布、印刷等、第三者の利用に供することを

禁じます。 








